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１．研究の目的 

 アジア圏においては、人口の増加と大都市への

集中に伴い、スクラップ・アンド・ビルド型の都

市開発・住宅建設が進行しつつある。更に、マイ

カーの普及と渋滞、クーラーの普及に伴う電力消

費の増大による、温暖化ガス排出が懸念される。 

 本研究は、多様な類型の都市を含むインドネシ

アを事例として、現況と変化に関し、市街地類型

別の原単位（ヘクタール当たり、年当たり）を現

地調査により把握し、都市の対環境負荷を定量的

に把握すると共に、(1)建築材料の選択、長寿命

化・リサイクル、(2)徒歩・公共交通利用、(3)パ

ッシブクーリングの観点から、環境負荷の小さい

市街地と住宅の将来像をデザインし、定量的に比

較評価した上で、現地ワークショップを通じて、

社会文化的側面について議論を重ね、実現可能な

市街地将来像として提案することを目的とする。 

２．研究の方法 

 市街地の類型としては、大きな割合を占める住

宅地を主な対象とし、戸建非計画的住宅地（地方

差が大きい。木造高床、木造土間式、煉瓦造土間

式、煉瓦造二階建等）、戸建計画的住宅地（敷地

面積別に３ランク）、集合住宅（低・中所得向小

規模タイプ、大規模タイプ）を想定している。 

 それぞれについて、代表的な建築・住宅のサン

プリング調査により、建物単体当たりの使用建材

量と寿命を求め、資源消費量を求める。また、代

表的な建材（木材、煉瓦、瓦、屋根用鉄板、石灰、

セメント等）に関しては、生産流通過程の調査を

行い、単位量当たり排出量原単位を求める。 

自動車に関して、市街地類型別の普及率・年間

燃料消費量を求め、原単位を把握する。 

クーラー等に関しても建築類型別の普及率と電

力使用量を求める。 

更に、衛星画像・空中写真を解析し、現況の都

市に占める各類型の面積と、ヘクタール当たり戸

数密度などをＧＩＳ上で計測し、上記の原単位と

組み合わせて都市全体における総量を把握する。 

これらに基づき、代替的な提案型の住宅・市街

地の将来像を設計し、それぞれの提案型に関して、

排出量を計算し比較評価する。 

最後に、代替案に関して具体的な市街地の将来

像を仮想現実等の形でわかりやすく表現し、現地

ワークショップを通じて社会文化的な実現可能性

について吟味し、都市の将来像の提案を行う。 

全体を３年計画とし、各年度に現地セミナーを

開催して、現地の学識経験者、行政担当者の意見

を求めると共に、成果の社会的普及を測る。 

３．研究の成果 

３．１ キックオフ・セミナー 

 平成１６年１０月４～５日に、バンドン市で第

１回セミナーを主催し、関係者を招いて研究目

的・方法等を説明すると共に、現地研究者等によ

るこれまでの研究成果を発表して頂いた。 

 大気中の汚染物質の計測などは行われているが、

都市からの二酸化炭素の排出総量といった概念に

関してはまだ量的な把握は行われていない。しか

し、電力消費量、住宅・店舗・事務所・ホテル・

病院などにおけるクーラーの普及率・電力使用量、

交通計画などに基づくコンパクト・シティの検討

などは既に行われていることが判明した。 

 
[写真１]緑あふれるインドネシアの都市 

また、市街地における樹木（庭木・街路樹等）

が豊富で成長が速く、また街路樹などは成長した

後、伐採・再植樹され、伐採した樹木は払い下げ

て高級建材として利用される場合もあり、ＣＯ２

吸収先としても無視できない可能性がある。これ

についても提案的発表があった。 

３．２ 建築物における炭素のフローとストック 

 伝統的には木と竹を用いた建築物が主体であっ

たが、近代化・都市化の進んだジャワ島の大都市

では、煉瓦造の普及が進んでいる。安価な煉瓦は、

籾殻や薪を焚く方法で製造される。煉瓦造建物で

あっても、建具、小屋組などには依然、木材は多

用されている。建築用材木は、一定期間炭素を固

定する。更に、解体除却後の処理を工夫すること

により、都市活動自体が炭素貯留・吸収先となる。
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従って、都市の緑化、樹木の建材への有効利用、

解体除却後の処理方法の系統化により、排出量増

加を抑えるばかりか、都市をマイナス・エミッシ

ョンに転じることも不可能ではない。 

 
［写真２］煉瓦工場 

 高密度な市街地で普及しつつあるアパート、マ

ンション等は、主要な構造に鉄筋コンクリートが

用いられており、大量のセメントを消費する。こ

れは製造段階で多くのＣＯ２を排出するため、一

度建設した構造体は長期に亘って利用することが

望ましい。現在、構造物の設計は、まだ基本的な

耐震強度や施工法が実現された段階であって、耐

用年数に関する考慮はまだ行われていない。内装

を工夫し、居住者の入れ替わりを越えて、永く使

用できるような集合住宅をデザインすると共に、

コンクリートの中性化対策など、耐久性を考慮し

た設計・施工を行う方向を提案する価値がある。 

３．３ クーラーの普及対策 

 熱帯地域では、暖房のための燃料使用はなく、

煮炊きのために灯油が用いられる程度であるが、

クーラーは急速に普及することが考えられ、電力

使用量の急増が懸念されている。現段階では、オ

フィス、大規模店舗、ホテル等から普及が始まり、

住宅においても既に高級住宅地や高級マンション

には普及が進み、中低所得層を対象としたジャカ

ルタ市営住宅にもクーラーを設置している住戸が

見られるようになった。しかし、装置や電力料金

の高さが一定の歯止めとなっている。屋根や外壁

の断熱と換気を工夫することで、住宅の省エネル

ギー化は可能であり、既に旧建設省ODAによりス

ラバヤに実験住宅が建設されている(1999)。 

３．４ 自動車の普及対策 

 現在、ガソリンの価格は２２円／Ｌ程度と庶民

には高価であるが、中古車の輸入は自由化され、

高速道路の整備も進み、自動車はますます生活に

浸透してきている。しかし、非計画的に形成され

た住宅地は都市の大きな面積を占め、かつ高い密

度で多くの人口が居住しているため、今後の推移

が重要である。これらの多くは、まだ自動車が進

入するための道路幅員がなく、徒歩で周辺の広い

街路まで移動し、そこから乗り合いバスを利用し

ている。このスタイルを維持しつつ、衛生・防災

などの問題を解決するような将来像は、マイカー

によるガソリン消費の急増を抑えると共に、都市

の道路混雑緩和にも資すると考えられる。 

［写真３］都市の交通事情 

４．今後の課題 

 現在、初年度の調査研究として、原単位を求め

るための現地調査と、衛星画像の解析を実施中で

ある。２年度目に提案型計画案の設計、３年度目

に最終提案絞り込みのための討論を予定している。 

 先進国においては、京都議定書の目標を達成す

るための努力を積み重ねるに従い、次第に１単位

の排出を削減するためのコストは増大すると考え

られる。一方、今後努力を開始する発展途上国に

おいては、同じ１単位の排出の削減は、まだはる

かに安いコストで実現できる可能性が高い。 

 その場合、排出量(削減)を定量的に記述するた

めの客観的方法が求められる。建材や電力やガソ

リンなどを供給元で制限(規制・課税等)する方法

は、社会的に受け入れがたいことが考えられる。

むしろ資源消費がエンドユーザーの許で具体的な

形を取っている市街地・住宅において、省資源・

省エネルギー的でありかつ安全・健康・快適な生

活様式を実現する将来像が、定量的な裏付けをも

って比較提案されることが効果的であろう。 
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